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Ⅰ．はじめに
　世界に類を見ないスピードで超高齢社会となった日本
は，平成24年に健康日本21（第二次）が発表され，健康
寿命などの健康格差を解消するなどの施策を打ち出し
た。北海道の地方市町村における高齢化は特に進行がは
やく，介護福祉関連の課題が積み重なっており，そのひ
とつに介護状態を予防することが必要とされている。介
護予防とは「要介護状態の発生をできる限り防ぐ（また
は遅らせる）こと，そして要介護状態にあってもその悪
化をできる限り防ぐこと，さらには軽減を目指すこと」
と定義されている1）。
　介護予防は，活動的な状態にある高齢者を対象に，生
活機能の維持・向上に向けた取り組みを行なう一次予防，
要介護状態に陥るリスクが高い高齢者を早期に発見し対
応しようとする二次予防，要介護状態にある高齢者を対
象に，要介護状態の改善や重度化を予防する三次予防に
分けられる。このうち一次予防および二次予防は地域支
援事業，三次予防は予防給付において行なわれている。
　地域支援事業における介護予防事業は，自治体が主体
となって取り組まれている2）3）。介護予防事業について
は，関節疾患や転倒予防等を中心とした「運動器の機能
向上」プログラム，咀嚼や飲み込み・歯科などを中心と
した「口腔機能向上」プログラム，低栄養による身体機
能の衰え改善を中心とした「栄養改善」プログラム，閉
じこもりによる虚弱化やそれをきっかけに起こるとされ
る，うつなどを中心とした「閉じこもり予防」「認知機
能低下予防」「うつ予防」の各プログラム，これらを複
合させたプログラムに分けられる。
　介護予防事業の取り組みについては，厚生労働省から
「介護予防マニュアル（平成25年３月改訂版）」が示され
るなどモデルプログラムが提示されているが，事業の実
施主体である自治体等は地域の実情にあわせた運営を行
なっている。
　本研究は，北海道の地方自治体の地域支援事業におけ
る介護予防の取り組みについての実態をまとめるため
に，特に運動器の機能向上プログラムや認知機能低下予
防プログラムについてアンケートを実施した。その実施
報告を行うものである。
Ⅱ．方　法
　介護予防事業の主体となっている北海道の地方自治体
179市町村のうち，政令都市である札幌市を除いた178市
町村に対して介護予防事業の実施状況に関するアンケー
ト調査を実施した。調査は質問紙による記名式調査用紙
で，平成25年８月および10月に行った。調査用紙の送付
は高齢者福祉担当部局または介護予防担当者宛てに送付
し，平成25年11月を回答期限とした。回答のあった95市
町村のうち，本研究に同意した88市町村についての結果
をまとめた（回収率49.4％）。
　アンケートについては，以下の項目を質問とした。
１）二次予防事業の実施状況
　対象者の人数，通所型および訪問型における事業
内容
２）運動器の機能向上事業について
　対象者の人数，事業開始年，実施主体，指導担当
者の職域，実施頻度，実施時間，出席人数，参加者
の費用負担，参加者の評価，事業評価
１）北翔大学生涯スポーツ学部スポーツ教育学科
２）NPO法人ソーシャルビジネス推進センター
３）生活協同組合コープさっぽろ
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３）認知機能低下予防事業について
　対象者の人数，事業開始年，実施主体，指導担当
者の職域，実施頻度，実施時間，出席人数，参加者
の費用負担，参加者の評価，事業評価
４）今後の二次予防事業について
　展開させたい事業，事業実施にあたり必要な専門
知識，現在の課題
　回答のあった88市町村について，人口ごとに2万5千人
以上の自治体を「Ａ」カテゴリー，7500人から2万5千人
の自治体を「Ｂ」カテゴリー，４千人から7500人の自治
体を「Ｃ」カテゴリー，４千人以下の自治体を「Ｄ」カ
テゴリーに分類した。各カテゴリーの数は，「Ａ」カテ
ゴリーが10自治体，「Ｂ」カテゴリーが26自治体，「Ｃ」
カテゴリーが25自治体，「Ｄ」カテゴリーが27自治体で
ある。
Ⅲ．アンケート調査の結果
１．二次予防事業の実施状況について
　回答のあった北海道各市町村で現在行なわれている介
護予防二次予防施策についての結果を表１から表３にま
とめる。二次予防事業の対象者の把握については，101
名から200名とする自治体が22市町村となっている。「Ａ」
は1000名以上，「Ｂ」は50名以下から500名，「Ｃ」は50
名以下から300名，「Ｄ」は50名以下から300名が中心と
なっていた（表１）。また，現在行なわれている二次予
防事業については，通所型に関してどのカテゴリーにつ
いても運動器の機能向上プログラムが中心となってお
り，口腔機能向上プログラムと複合プログラムを行なっ
ている自治体がこれに次いで多くなっていた（表２）。
訪問型の二次予防事業は取り組んでいる自治体が多くな
く「Ｃ」カテゴリーの自治体が最多となっている（表３）。
２．運動器の機能向上事業について
　回答のあった北海道各市町村で現在行なわれている運
動器の機能向上事業について得られた結果を表４から表
14にまとめる。
　対象者数については，「Ａ」カテゴリーが501名から
1000名，「Ｂ」カテゴリーが51名から500名，「Ｃ」「Ｄ」
カテゴリーは30名以下から200名と回答した市町村が多
かった（表４）。事業開始年で最も多いのは介護保険法
が施行された平成18年となり，その後３年間に行なった
ものを含めると全体の65.9％を占める（表５）。実施主
体は自治体がほとんどであったが，「Ａ」カテゴリーで
は「民間」も自治体とほぼ同数であった（表６）。
　運動器の機能向上を指導する担当者について，最多は
理学療法士または作業療法士の32名，次いで健康運動指
導士の26名，行政職員の23名，運動指導者の13名，介護
職員13名の順序となった。また「Ｃ」カテゴリーについ
ては，理学療法士または作業療法士よりも健康運動指導
表１　二次予防事業の対象者数について
Ｑ．二次予防事業の対象者数はおおよそどのくらいいますか
A B C D 計
50名以下 1 6 4 9 20
51〜100名 0 5 5 6 16
101〜200名 0 6 10 6 22
201〜300名 1 1 5 6 13
301〜500名 2 4 0 0 6
501〜1000名 1 2 0 0 3
1000名以上 5 0 0 0 5
未回答 0 2 1 0 3
合計 10 26 25 27 88
表４　運動器の機能向上事業における対象者数
Ｑ．対象者数はどのくらいいると推定していますか
A B C D 計
30名以下 1 4 5 11 21
31〜50名 0 3 6 6 15
51〜100名 0 7 5 6 18
101〜200名 1 4 6 4 15
201〜500名 1 6 1 0 8
501〜1000名 4 0 0 0 4
1001名以上 2 1 1 0 4
未回答 1 1 2 0 4
合計 10 26 26 27 89
表２　二次予防事業（通所型）の実施プログラムについて
Ｑ．通所型の二次予防事業で現在行っているものはどれですか　
（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 6 10 13 9 38
運動器の機能向上 6 22 10 18 56
栄養改善 3 8 1 7 19
口腔機能向上 5 16 7 10 38
閉じこもり予防・支援 0 4 4 5 13
認知機能低下・支援 0 6 4 2 12
うつ予防・支援 0 2 0 1 3
その他 0 0 1 0 1
未回答 0 0 1 2 3
合計 20 68 41 54 183
表３　二次予防事業（訪問型）の実施プログラムについて
Ｑ．訪問型の二次予防事業で現在行っているものはどれですか　
（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 1 0 1 0 2
運動器の機能向上 0 3 3 9 15
栄養改善 1 8 1 6 16
口腔機能向上 0 4 3 6 13
閉じこもり予防・支援 2 2 3 4 11
認知機能低下・支援 2 2 3 5 12
うつ予防・支援 2 2 2 5 11
その他 0 0 3 0 3
未回答 6 13 14 12 45
合計 14 34 33 47 128
※その他内訳（不明，未実施，通常の家庭訪問）
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士の方が多かった（表７）。実施頻度について，週１回
とするものが39カ所と最多であったが，その他とするう
ち，２カ月から３カ月を１クールとして年間数クール行
なう回答が多く，短期的事業を複数地域または対象者に
対して行なっている回答が目立った（表８）。１回の運
動時間については，１時間から１時間半とするものが最
多となった（表９）。出席者数についてはいずれの回答
も17名以下が多くなっていた。参加者の費用負担につい
て，最も多かったのは「徴収していない」であり（表
11），「徴収している」ものについては１回につき300円
以下が多くを占める結果となったが未回答も多かった
（表12）。
　介護予防事業の参加者の評価について，「向上した」
あるいは「維持した」と回答したものが多数を占めた（表
13）。また「変化について把握していない」とする回答
が４件あった。事業評価については，「充分と思う」と
回答したものが11件，「どちらかといえば充分と思う」
が40件となった。一方「どちらともいえない」，「少し不
足していると思う」が35件となっており，事業評価に関
表５　運動器の機能向上事業の開始年
Ｑ．現在行なっている形態の事業はいつから行なっていますか　
A B C D 計
未実施 0 1 2 0 3
平成５年〜平成10年 0 2 1 2 5
平成11年〜平成17年 0 1 5 3 9
平成18年 5 11 5 8 29
平成19年 1 6 2 2 11
平成20年 0 1 5 5 11
平成21年 1 2 3 1 7
平成22年 1 0 0 2 3
平成23年 1 1 1 0 3
平成24年 1 0 0 4 5
未回答 0 1 1 0 2
合計 10 26 25 27 88
表６　運動器の機能向上事業における実施主体
Ｑ．どこが実施主体で実施していますか　
A B C D 計
自治体 5 23 19 25 72
社会福祉協議会 0 1 1 1 3
民間 4 4 2 0 10
その他 2 1 2 2 7
合計 11 29 24 28 92
表７　運動器の機能向上事業指導担当者
Ｑ．指導担当者はだれですか　
A B C D 計
医師または看護師 2 3 2 1 8
理学療法士または作業療法士 2 12 6 12 32
管理栄養士 0 1 0 0 1
介護職員 3 6 2 2 13
行政職員 1 8 7 7 23
健康運動指導士 3 7 10 6 26
その他 4 5 11 6 26
合計 15 42 38 34 129
※その他内訳（運動指導者13，保健師5，柔道整復師4，保健体育教員1，住民2）
表８　運動器の機能向上事業実施頻度
Ｑ．どのくらいの実施頻度ですか　
A B C D 計
週１回 6 11 11 11 39
月１回 1 6 6 6 19
隔月、半年 0 2 0 0 2
年３回以下 0 0 0 2 2
その他 2 7 6 8 23
未回答 1 0 2 0 3
合計 10 26 25 27 88
※実施頻度「その他」の回答：訪問１人年１〜２回，週１回３カ月を２クール，
週１回３カ月間を３クール，週１回２カ月を２クール，週１回10回を２クー
ル，週１回９回を２クール，週１回３カ月間，週２回３カ月間，11月〜２月
の期間２カ所で各12回，週に２回，２週間に１回，週１回15回を２クール，
３カ月７回を２クール，年間10回，年間６回，年間38回，町内11カ所で各地
区月１〜２回，週１回３カ月を４クール，９カ月間月１回，３カ月６回．
表10　運動器の機能向上事業参加人数
Ｑ．１回の出席者数はおおよそ何名ですか
A B C D 計
７名以下 2 4 3 4 13
８〜11名 3 8 0 8 19
12〜14名 0 1 3 1 5
15〜17名 3 0 5 7 15
19〜30名 0 5 4 2 11
31名以上 0 1 2 1 4
未回答 2 7 8 4 21
合計 10 26 25 27 88
表11　運動器の機能向上における費用負担の有無
Ｑ．参加者から費用は徴収していますか
A B C D 計
徴収していない 7 18 16 18 59
徴収している 3 7 7 9 26
未回答 0 1 2 0 3
合計 10 26 25 27 88
表12　運動器の機能向上における参加者費用負担
Ｑ．１回あたり参加金額
120円以下 0 0 2 3 5
130円〜300円 1 2 2 2 7
310円〜500円 1 1 0 1 3
510円〜1300円 0 2 1 1 4
未回答 8 21 20 20 69
合計 10 26 25 27 88
表９　運動器の機能向上事業開催時間
Ｑ．１回の実施時間はどのくらいですか　
A B C D 計
〜30分 0 1 0 2 3
〜１時間 4 12 8 9 33
〜１時間半 4 8 13 13 38
〜２時間 2 4 2 2 10
２時間以上 0 1 0 1 2
未回答 0 0 2 0 2
合計 10 26 25 27 88
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するあいまいさが残る結果となった（表14）。
３．認知機能低下予防事業について
　回答のあった北海道各市町村で現在行なわれている運
動器の機能向上事業について得られた結果を表15から表
25にまとめる。
　対象者の推定については，「Ａ」および「Ｂ」カテゴリー
で20名以下から1001名以上の間で広く分布しばらつきが
みられた。「Ｃ」および「Ｄ」カテゴリーにおいては20
名以下から200名以下の間と推定されていた（表15）。事
業開始年は，平成11年から平成17年と平成18年が多く
なっているが，未実施が45箇所におよび（表16），実施
主体は，自治体が「Ａ」カテゴリーが３箇所，「Ｂ」カ
テゴリーは10箇所，「Ｃ」カテゴリーは10箇所，「Ｄ」カ
テゴリーは９箇所とほとんどが自治体であった（表17）。
　認知機能低下予防事業の実施担当者は行政職員が最多
で，次いで理学療法士・作業療法士，健康運動指導士，
介護職員の順であった（表18）。実施頻度について，週
１回とするものが14カ所と最多であったが，その他の回
答では運動器の機能向上事業と同様に，２カ月から３カ
月を１クールとして年間数クール行なう回答が多く，短
期的事業を複数地域または対象者に対して行なっている
回答が目立った（表19）。１回の実施時間については，
さまざまな時間で行われており偏りはなかった（表20）。
出席者数については10名から15名以下が多かった（表
21）。参加者の費用負担について，最も多かったのは「徴
表13　運動器の機能向上事業の参加者への効果
Ｑ．事業を実施して参加者の体力は全体的にどのような変化をし
ましたか
A B C D 計
大変向上した 0 0 0 0 0
向上した 6 9 11 13 39
維持した 3 14 12 10 39
少し下降した 0 0 0 0 0
下降した 0 0 0 0 0
変化について把握していない 1 1 0 2 4
未回答 0 2 2 2 6
合計 10 26 25 27 88
表14　運動器の機能向上における事業評価
Ｑ．現在の事業の評価はどれにあたりますか
A B C D 計
充分だと思う 2 1 3 5 11
どちらかといえば充分と思う 3 13 13 11 40
どちらともない 2 5 7 8 22
少し不足していると思う 3 7 0 3 13
大いに不足していると思う 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0
未回答 0 0 2 0 2
合計 10 26 25 27 88
表16　認知機能低下予防事業の開始年
Ｑ．現在行なっている形態の事業はいつから行なっていますか
A B C D 計
未実施 5 14 10 16 45
平成７年〜平成10年 0 1 0 1 2
平成11年〜平成17年 0 2 4 2 8
平成18年 1 1 4 2 8
平成19年 0 2 1 2 5
平成20年 0 0 0 2 2
平成21年 0 2 0 0 2
平成22年 0 0 1 0 1
平成23年 0 2 0 0 2
平成24年 2 0 1 0 3
未回答 2 2 4 2 10
合計 10 26 25 27 88
表15　認知機能低下予防事業における対象者数
Ｑ．対象者数はどのくらいいると推定していますか
A B C D 計
20名以下 1 3 6 8 18
21〜50名 0 4 3 9 16
51〜100名 1 1 5 6 13
101〜200名 0 7 5 2 14
201〜600名 2 2 2 0 6
601〜1000名 1 1 0 0 2
1001名以上 2 2 0 0 4
未回答 3 6 4 2 15
合計 10 26 25 27 88
表17　認知機能低下予防事業における実施主体
Ｑ．どこが実施主体で実施していますか
A B C D 計
自治体 3 10 10 9 32
社会福祉協議会 0 0 1 1 2
民間 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0
合計 3 10 11 10 34
表18　認知機能低下予防事業指導担当者
Ｑ．指導担当者はだれですか
A B C D 計
医師または看護師 0 1 0 0 1
理学療法士または作業療法士 1 3 2 2 8
管理栄養士 0 0 0 0 0
介護職員 0 1 2 1 4
行政職員 1 6 4 5 16
健康運動指導士 0 1 2 2 5
その他 1 2 5 1 9
合計 3 14 15 11 43
※その他内訳（保健師4，運動指導者2，音楽療法士1，社協専門員1）
表19　認知機能低下予防事業実施頻度
Ｑ．どのくらいの実施頻度ですか
A B C D 計
週1回 1 4 4 5 14
月1回 1 4 1 2 8
隔月、半年 0 1 1 0 2
年3回以下 0 0 1 0 1
その他 0 2 4 1 7
合計 2 11 11 8 32
※実施頻度「その他」の回答：週１回７回，前期17回・後期18回，週１回３カ
月を２クール，年間８回，12回中講義１回・レク２回，９カ月間月１〜２回.
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収していない」であり（表22），徴収している場合も100
円以下とするものが多かった（表23）。
　介護予防事業の参加者の評価について，「維持した」
と回答したものが多数を占めたが，「変化について把握
していない」ものも６件あった（表24）。事業評価につ
いては，「充分と思う」と回答したものが５件，「どちら
かといえば充分と思う」が４件となった。一方「どちら
ともいえない」，「少し不足していると思う」，「大いに不
足している」が23件となっており，運動器の機能向上事
業同様に，事業評価に関するあいまいさが残る結果と
なった（表25）。
４．今後の二次予防事業について
　今後展開させたい事業について最多となったのは，認
知機能低下予防事業で59件となり，次いで閉じこもり予
防事業の30件，複合プログラム事業の28件，運動器の機
能向上事業の24件となっていた。専門的知識を得たい事
業については，認知機能低下予防事業で54件，次いでう
つ予防事業の28件，運動器の機能向上事業の25件，複合
プログラム事業の20件，閉じこもり予防事業の18件と
なっていた。
Ⅳ．まとめ
　アンケート調査の結果から以下のようにまとめられる。
１）二次予防事業の実施状況について
　通所型と訪問型では，通所型の二次予防事業が多く，
表21　認知機能低下予防事業参加人数
Ｑ．１回の出席者数はおおよそ何名ですか
A B C D 計
９名以下 0 2 1 1 4
10〜15名 1 3 6 6 16
15〜20名 1 4 2 1 8
21〜30名 0 1 1 0 2
31名以上 0 1 1 1 3
合計 2 11 11 9 33
表24　認知機能低下予防事業の参加者への効果
Ｑ．事業を実施して参加者の認知力は全体的にどのような変化を
しましたか
A B C D 計
大変向上した 0 0 0 0 0
向上した 2 2 1 1 6
維持した 0 8 6 7 21
少し下降した 0 0 0 0 0
下降した 0 0 0 0 0
変化について把握していない 1 1 4 0 6
合計 3 11 11 8 33
表25　認知機能低下予防事業における事業評価
Ｑ．現在の事業の評価はどれにあたりますか
A B C D 計
充分だと思う 1 0 3 1 5
どちらかといえば充分と思う 0 2 0 2 4
どちらともない 0 4 3 2 9
少し不足していると思う 0 3 3 3 9
大いに不足していると思う 1 1 2 1 5
その他 0 1 0 0 1
合計 2 11 11 9 33
表26　今後の二次予防事業の展開について
Ｑ．力を入れたい展開させたい事業はどれですか（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 0 7 6 15 28
運動器の機能向上 3 9 4 8 24
栄養改善 1 4 2 2 9
口腔機能向上 3 6 1 3 13
閉じこもり予防・支援 6 8 7 9 30
認知機能低下・支援 9 18 18 14 59
うつ予防・支援 4 8 3 2 17
その他 0 2 0 1 3
合計 26 62 41 54 183
表27　今後の二次予防事業に必要な専門性について
Ｑ．専門的知識を得たい事業がありますか（複数回答）
A B C D 計
複合プログラム 2 3 8 7 20
運動器の機能向上 1 9 6 9 25
栄養改善 0 0 1 5 6
口腔機能向上 3 1 0 4 8
閉じこもり予防・支援 6 5 3 4 18
認知機能低下・支援 8 17 15 14 54
うつ予防・支援 7 9 5 7 28
その他 0 0 0 0 0
合計 27 44 38 50 159
表22　認知機能低下予防事業における費用負担の有無
Ｑ．参加者から費用は徴収していますか
A B C D 計
徴収していない 1 8 7 4 20
徴収している 2 3 4 5 14
合計 3 11 11 9 34
表23　認知機能低下予防事業における参加者費用負担
Ｑ．１回あたり参加金額
100円以下 0 0 2 2 4
300円〜500円 0 1 0 0 1
510円〜1000円 1 1 0 1 3
合計 1 2 2 3 8
表20　認知機能低下予防事業開催時間
Ｑ．１回の実施時間はどのくらいですか
A B C D 計
〜30分 1 2 1 3 7
〜１時間 0 4 3 2 9
〜１時間半 0 1 4 4 9
〜２時間 4 3 2 0 9
２時間以上 0 1 1 0 2
合計 5 11 11 9 36
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運動器の機能向上事業，口腔機能向上事業，複合プログ
ラム事業が多数を占めていた。
２）運動器の機能向上事業について
　ほとんどの自治体で実施されており，平成18年に始め
られた形態を現在も継続運営していた。個人のリスク状
態に合わせたプログラムを立案できる，理学療法士や作
業療法士が指導担当者となっている他に，健康運動指導
士など運動指導の専門家を指導担当者とする自治体が多
かった。参加者からの費用徴収を行なわない自治体が多
く，徴収しているとしても，安価な金額を設定している
自治体が目立った。参加者に対する実施評価は概ね良好
に捉えられているが，事業全体の評価としては改善の必
要があると感じる自治体が多かった。
３）認知機能低下予防事業について
　対象者は多く推定しているものの，認知機能低下予防
事業を実施している自治体は多くなかった。行政職員が
指導担当者となっている自治体が多く，事業そのものへ
の負担が大きいことが推察された。参加者に対する実施
評価は概ね良好に捉えられているが，事業全体の評価と
しては改善の必要があると感じる自治体が多かった。
４）今後の二次予防事業について
　今後行いたいと考える二次予防事業のプログラムは，
認知機能低下予防事業が多く，専門的知識を得たい事業
についても同様であった。
　これらから，運動器の機能向上プログラムの事業効果
に対する実施意義は，経験則として理解しているものの，
対象者として捉えられる高齢者の課題として，認知機能
の低下を予防するための指導プログラムと評価指標が必
要であることがわかった。
付　記
　本研究は，平成23年度から平成25年度文部科学省「私
立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の助成を受けて実
施したものである。
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